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進学奨励金の一般化を求める決議  

  

経済的理由で大学など高等教育を受けられない、高い学費と奨学金という「教

育ローン」で卒業したものの多額の借金に苦しむ若者の問題が大きな社会問題

になっています。  

このような世論を反映して返済不要の「給付型奨学金」が平成 29 年度は私立

の自宅外通学生 2,800 人から先行実施され、平成 30 年度からは２万人規模とな

ります。 

 しかし、これは全学生の 2.5％でしかなく、アメリカ 47％、イギリス 48％、ド

イツ 25％と比べても劣っています。  

国が考えている給付対象は住民税非課税世帯ですが、給付規模は非課税世帯

の１割程度でしかありません。ＯＥＣＤ（経済開発協力機構）加盟国の半数の国

では大学の学費は無償ですが、日本の場合国立大学の授業料は 54 万円、私立大

学は平均 86 万円と経済的に狭き門になり、若者が学べる環境の改善は国民的課

題になっているといえます。  

琴浦町では、同和対策として行われてきた「進学奨励金」が平成 26 年から高

校に限って一般化され、現在では保護者の町民税所得割の課税標準額の合計が

150 万円に満たない家庭の高校生に対して月額 5,000 円の奨励金を支給して進

学を奨励しているが、大学及び専修学校は町内の同和地区に住所を有する者又

は町内の同和地区出身者の子等に限定した支給となっている。  

今や若者の学ぶ条件整備は“待ったなし”の状態であり、町内の住むところや

出身地による線引きは合理的理由が希薄となっている。平等・公平の原則から進

学奨励金給付規則を見直し、大学並びに専修学校についても一般化に踏み切る

よう特段の努力を払うべきである。 

 

以上、決議する。  
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